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中
小
企
業
の
生
産
性
向
上
に
む
け

事
業
活
動
を
類
型
化
し
て
支
援

本
日
は
、
中
小
企
業
会
計
学
会
の

第
9
回
全
国
大
会
に
お
招
き
い
た
だ

き
ま
し
て
、
あ
り
が
と
う
ご
ざ
い
ま

す
。
い
ま
ご
紹
介
い
た
だ
き
ま
し
た

よ
う
に
、
私
は
中
小
企
業
庁
事
業
環

境
部
の
財
務
課
長
の
と
き
に
、
中
小

企
業
会
計
の
問
題
な
ど
に
関
わ
る
よ

う
に
な
り
ま
し
た
。
そ
の
重
要
性
を

含
め
て
、
中
小
企
業
政
策
に
つ
い
て

者
数
の
99
・
7
％
、
全
従
業
者
の

68
・
8
％
、
全
付
加
価
値
額
の
52
・

9
％
を
占
め
て
お
り
、
日
本
経
済
に

と
っ
て
極
め
て
重
要
な
存
在
で
す
。

中
小
企
業
政
策
の
理
念
は
、
1
9
4
8

年
の
中
小
企
業
庁
設
置
法
制
定
時
か

ら
時
代
の
変
化
に
応
じ
て
移
り
変
わ

っ
て
き
ま
し
た
。

高
度
成
長
期
（
1
9
5
5
年
〜
）、

安
定
成
長
期
（
1
9
7
0
年
〜
）、

転
換
期
（
1
9
8
9
年
〜
）
を
経
て

現
在
は
、
2
0
1
6
年
制
定
の
中
小

お
話
し
い
た
し
ま
す
。
は
じ
め
に
、

中
小
企
業
政
策
の
全
体
像
を
説
明
し

た
い
と
思
い
ま
す
。

わ
が
国
の
中
小
企
業
は
、
全
事
業

企
業
等
経
営
強
化
法
に
基
づ
い
て
、

労
働
力
人
口
の
減
少
や
企
業
間
の
国

際
的
な
競
争
の
活
発
化
等
の
環
境
変

化
に
対
応
し
、
中
小
企
業
等
の
生
産

性
向
上
の
た
め
の
法
的
枠
組
み
と
し

て
、
本
業
の
稼
ぐ
力
の
強
化
を
支
援

す
る
こ
と
に
力
を
注
い
で
い
ま
す
。

と
は
い
え
、
中
小
企
業
と
一
口
に

言
っ
て
も
そ
の
事
業
活
動
は
多
種
多

様
で
す
。
し
た
が
っ
て
、
中
小
企
業

の
生
産
性
向
上
を
図
る
た
め
、
や
や

強
引
で
は
あ
り
ま
す
が
、
事
業
活
動

に
沿
っ
て
四
つ
の
類
型
化
を
行
い
、

そ
の
類
型
ご
と
に
成
長
・
支
援
の
あ

り
方
を
整
備
し
て
い
ま
す
。

類
型
の
一
つ
目
は
、
地
域
の
生

活
・
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
を
下
支
え
す
る

【
地
域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
型
】
で
す
。

地
域
の
課
題
解
決
と
暮
ら
し
の
実
需

に
応
え
る
サ
ー
ビ
ス
を
提
供
す
る
中

小
企
業
で
す
。

二
つ
目
は
、
地
域
資
源
等
の
活
用

等
に
よ
り
付
加
価
値
の
高
い
ビ
ジ
ネ

ス
を
展
開
す
る
【
地
域
資
源
型
】
で

す
。
良
い
も
の
を
高
く
売
り
、
付
加

価
値
向
上
を
実
現
し
よ
う
と
す
る
中

小
企
業
で
す
。

中
小
企
業
政
策
と
中
小
企
業
会
計
に
つ
い
て

中
小
企
業
庁
事
業
環
境
部
長
　
飯
田
健
太
氏

基調講演（要旨）【
飯
田
健
太
氏
の
プ
ロ
フ
ィ
ー
ル
】

　
中
小
企
業
庁
事
業
環
境
部
長
の
飯
田
健
太
様
は
、
昭
和
43
年
の
お
生
ま
れ
で
、
東
京
大
学
法
学
部
を
卒
業
後
、
旧
通
産
省
に
入
省

さ
れ
、
多
く
の
要
職
を
経
験
さ
れ
て
い
ま
す
。
本
学
会
に
関
係
す
る
と
こ
ろ
で
は
、
平
成
25
年
に
中
小
企
業
庁
事
業
環
境
部
の
財
務

課
長
に
就
任
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の
と
き
に
、
中
小
会
計
要
領
に
係
る
信
用
保
証
制
度
の
割
引
制
度
を
立
ち
上
げ
ら
れ
、
ま
た
、
各
種

事
例
集
や
リ
ー
フ
レ
ッ
ト
の
制
作
な
ど
を
通
じ
て
、
中
小
会
計
要
領
の
普
及
に
努
め
ら
れ
ま
し
た
。
平
成
28
年
に
は
同
庁
経
営
支
援

部
の
経
営
支
援
課
長
に
就
任
さ
れ
ま
し
た
。
こ
の
と
き
に
は
、
経
営
革
新
等
支
援
機
関
の
実
績
に
基
づ
く
「
見
え
る
化
」
を
導
入
さ
れ
、

同
制
度
の
役
割
の
拡
大
に
貢
献
さ
れ
ま
し
た
。
そ
の
意
味
で
飯
田
様
の
招
聘
は
「
理
論
と
制
度
と
実
務
の
知
の
融
合
を
目
指
す
」
と

の
本
学
会
の
設
立
趣
旨
に
適
っ
た
最
高
の
人
選
と
言
え
ま
す
。（
坂
本
孝
司
学
会
副
会
長
に
よ
る
紹
介
）

中
小
企
業
会
計
学
会
か
ら
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三
つ
目
は
、
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン

の
中
核
の
ポ
ジ
シ
ョ
ン
を
確
保
す
る

【
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
型
】
で
す
。
独

自
技
術
を
用
い
て
サ
プ
ラ
イ
チ
ェ
ー

ン
の
中
で
活
躍
し
、
生
産
性
向
上
を

実
現
し
よ
う
と
す
る
中
小
企
業
で
す
。

そ
し
て
四
つ
目
は
、
グ
ロ
ー
バ
ル

展
開
な
ど
に
よ
り
中
核
企
業
に
成
長

す
る
【
グ
ロ
ー
バ
ル
型
】
で
す
。
事

業
規
模
を
拡
大
し
な
が
ら
中
堅
企
業

に
成
長
し
、
高
い
生
産
性
を
実
現
し

よ
う
と
す
る
中
小
企
業
で
す
。

こ
の
う
ち
【
地
域
資
源
型
】【
地

域
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
型
】
企
業
の
目
指

す
方
向
性
に
関
し
て
、
人
口
減
少
に

よ
り
地
域
内
の
総
需
要
（
消
費
）
が

減
少
し
て
い
く
中
で
は
、
そ
れ
ぞ
れ

の
事
業
者
が
（
限
ら
れ
た
人
口
規
模

で
も
事
業
が
成
立
す
る
よ
う
に
）
生

産
性
を
高
め
つ
つ
、
①
地
域
全
体
の

グ
ラ
ン
ド
デ
ザ
イ
ン
に
基
づ
き
、
需

給
バ
ラ
ン
ス
の
取
れ
た
持
続
可
能
な

経
済
圏
の
形
成
、
②
自
ら
の
地
域
資

源
を
最
大
限
活
用
し
た
海
外
等
の
域

外
需
要
の
取
り
込
み
を
目
指
し
て
い

く
こ
と
が
重
要
で
は
な
い
か
と
考
え

ま
す
。

中
小
企
業
が
拠
る
こ
と
が
望
ま
し
い

一
定
水
準
を
満
た
す
会
計
処
理
で
あ

る
た
め
、
主
に
、
会
計
参
与
設
置
会

社
の
活
用
が
見
込
ま
れ
て
い
ま
す
。

他
方
、
中
小
会
計
要
領
は
、
経
営
者

に
と
っ
て
理
解
し
や
す
く
、
自
社
の

経
営
状
況
の
把
握
に
役
立
つ
こ
と
を

目
的
に
策
定
さ
れ
た
も
の
で
あ
る
た

め
、
中
小
企
業
全
般
に
と
っ
て
活
用

し
や
す
い
も
の
と
な
っ
て
い
ま
す
。

中
小
企
業
に
お
け
る
財
務
会
計
の

適
用
状
況
に
つ
い
て
、
直
近
の
デ
ー

タ
に
よ
る
と
、
平
成
17
年
に
中
小
指

針
を
、
平
成
24
年
に
中
小
会
計
要
領

を
策
定
し
た
も
の
の
、
全
体
と
し
て

中
小
企
業
の
7
割
以
上
は
、
税
理
士

等
に
任
せ
て
い
て
適
用
会
計
ル
ー
ル

を
把
握
し
て
い
な
い
、
と
い
う
実
態

が
あ
る
こ
と
が
分
か
り
ま
し
た
（「
中

小
企
業
実
態
基
本
調
査
（
令
和
元
年

確
報
）」）。
従
業
員
数
が
多
く
な
る

ほ
ど
、
適
用
会
計
ル
ー
ル
を
把
握
す

る
中
小
企
業
が
増
え
る
傾
向
が
あ
る

と
は
い
え
、
こ
の
点
が
課
題
で
す
。

経
済
産
業
省
が
取
り
ま
と
め
て
い

る
「
中
小
会
計
要
領
に
取
り
組
む
事

例
65
選
」
に
は
、
中
小
企
業
が
中
小

ま
た
、【
グ
ロ
ー
バ
ル
型
】【
サ
プ

ラ
イ
チ
ェ
ー
ン
型
】
企
業
の
目
指
す

方
向
性
に
関
し
て
、
規
模
拡
大
の
パ

ス
を
明
確
化
し
た
上
で
、
企
業
規
模

を
拡
大
す
る
過
程
で
必
要
と
な
る
経

営
リ
ソ
ー
ス
（
ヒ
ト
＝
人
材
、
モ
ノ

＝
技
術
・
設
備
等
、
カ
ネ
＝
資
金
）

の
確
保
に
向
け
た
対
応
を
具
体
化
す

る
こ
と
が
必
要
で
は
な
い
か
と
考
え

て
い
ま
す
。

こ
う
し
た
方
向
性
に
沿
っ
た
中
小

企
業
施
策
を
確
実
に
実
施
し
て
い
き

ま
す
。

会
計
は
中
小
企
業
発
展
の
ベ
ー
ス

会
計
ル
ー
ル
の
普
及
に
努
め
る

そ
う
し
た
中
で
、
中
小
企
業
の
経

営
者
の
皆
さ
ん
に
は
、
会
計
ル
ー
ル

に
基
づ
く
会
計
処
理
を
導
入
し
、
そ

れ
を
活
用
し
て
い
た
だ
く
こ
と
が
必

要
で
す
。
自
社
の
経
営
状
況
が
分
か

ら
な
い
、
つ
ま
り
、
現
在
の
財
務
情

報
を
時
系
列
の
中
で
把
握
で
き
て
い

な
い
と
い
う
こ
と
に
な
る
と
、
経
営

計
画
も
立
て
ら
れ
ま
せ
ん
。
経
営
計

画
が
な
け
れ
ば
、
自
律
的
な
ビ
ジ
ネ

ス
の
展
開
が
で
き
な
い
と
い
う
こ
と

に
も
な
り
、
い
ろ
い
ろ
な
問
題
が
出

て
き
ま
す
。
ま
た
、
金
融
機
関
な
ど

の
利
害
関
係
者
に
対
し
て
も
正
確
な

情
報
提
供
が
で
き
ま
せ
ん
。
そ
う
な

る
と
、
経
営
の
根
幹
が
成
り
立
た
な

く
な
っ
て
し
ま
い
ま
す
。

技
術
力
さ
え
あ
れ
ば
ビ
ジ
ネ
ス
が

成
り
立
つ
の
だ
か
ら
、
自
社
が
い
ま

黒
字
か
赤
字
か
ど
う
か
は
、
顧
問
税

理
士
の
先
生
に
聞
け
ば
よ
い
で
は
な

い
か
と
い
う
姿
勢
で
は
、
こ
れ
か
ら

多
様
化
や
グ
ロ
ー
バ
ル
化
す
る
時
代

に
は
通
用
し
ま
せ
ん
。
会
計
ル
ー
ル

に
基
づ
く
会
計
処
理
を
し
っ
か
り
導

入
す
る
こ
と
に
よ
り
、
財
務
経
営
力

が
強
化
さ
れ
る
と
と
も
に
、
資
金
調

達
力
が
強
化
さ
れ
、
取
引
が
拡
大
さ

れ
る
可
能
性
も
増
す
こ
と
に
も
な
り
、

そ
れ
が
中
小
企
業
の
存
続
と
発
展
に

つ
な
が
り
ま
す
。
そ
の
ベ
ー
ス
が
会

計
で
す
（
資
料
1
）。

中
小
企
業
の
会
計
ル
ー
ル
に
は
、

「
中
小
企
業
の
会
計
に
関
す
る
指
針

（
中
小
指
針
）」
と
「
中
小
企
業
の
会

計
に
関
す
る
基
本
要
領
（
中
小
会
計

要
領
）」が
あ
り
ま
す
。
中
小
指
針
は
、
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会
計
要
領
を
活
用
す
る
こ
と
に
よ
り
、

調
達
コ
ス
ト
等
を
見
直
し
て
コ
ス
ト

削
減
し
た
ケ
ー
ス
、
経
営
改
善
を
行

っ
て
赤
字
を
脱
却
し
た
ケ
ー
ス
、
金

融
機
関
か
ら
の
信
頼
性
が
向
上
し
た

ケ
ー
ス
な
ど
を
紹
介
し
て
い
ま
す
。

こ
の
よ
う
な
事
例
を
経
営
者
に

P
R
し
つ
つ
、
税
理
士
の
方
々
や
金

融
機
関
の
皆
さ
ん
に
も
ご
協
力
い
た

だ
き
な
が
ら
、
会
計
ル
ー
ル
の
普
及

に
努
め
た
い
と
思
い
ま
す
。

認
定
支
援
機
関
の
支
援
が
必
要
な

国
の
施
策
が
年
々
増
加
・
多
様
化

中
小
企
業
の
経
営
に
は
、
技
術
力
、

商
品
開
発
、
資
金
調
達
、
人
材
育
成

等
、
い
ろ
い
ろ
な
テ
ー
マ
が
あ
り
ま

す
。
し
か
し
、
こ
う
し
た
テ
ー
マ
を

経
営
者
が
一
人
で
抱
え
る
の
に
は
限

界
が
あ
り
、
や
は
り
近
く
に
相
談
相

手
と
な
る
存
在
が
必
要
で
す
。
そ
う

し
た
問
題
を
正
面
か
ら
受
け
止
め
て
、

中
小
企
業
の
新
た
な
事
業
活
動
の
促

進
に
関
す
る
法
律
（
現
：
中
小
企
業

等
経
営
強
化
法
）
の
一
部
改
正
に
よ

り
措
置
し
た
の
が
、
経
営
革
新
等
支

援
機
関
の
認
定
制
度
で
す
。

現
在
の
認
定
経
営
革
新
等
支
援
機

関
数
は
約
3
万
2
0
0
0
機
関
（
累

積
で
は
約
4
万
1
0
0
0
機
関
）
と

な
っ
て
お
り
（
講
演
当
時
）、
平
成

24
年
の
制
度
施
行
か
ら
約
8
年
で
中

小
企
業
支
援
機
関
の
す
そ
野
の
拡
大

が
実
現
し
て
い
ま
す
。
こ
の
認
定
経

営
革
新
等
支
援
機
関
の
4
分
の
3
を

税
理
士
等
が
占
め
て
い
ま
す
。
税
理

士
法
人
の
数
も
増
え
て
お
り
、
身
近

な
相
談
相
手
と
し
て
の
役
割
を
担
わ

れ
て
い
ま
す
。

こ
う
し
た
認
定
経
営
革
新
等
支
援

機
関
の
支
援
が
必
要
と
さ
れ
る
国
の

施
策
は
年
々
増
加
・
多
様
化
し
、
中

小
企
業
の
総
合
的
な
経
営
支
援
に
つ

な
が
っ
て
い
ま
す
。
最
近
で
は
、
新
型

コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
対
策
の
関

連
事
業
と
の
連
携
が
増
え
て
い
ま
す
。

コ
ロ
ナ
禍
に
よ
る
危
機
に

前
例
に
と
ら
わ
れ
な
い
施
策
を
実
施

2
0
2
0
年
1
月
か
ら
感
染
拡
大

を
は
じ
め
た
新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス

感
染
症
に
よ
り
、
中
小
企
業
・
小
規

■資料1

（講演資料より）
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計
画
策
定
支
援
事
業
を
実
施
し
て
い

ま
す
（
資
料
2
）。

コ
ロ
ナ
禍
で
の
支
援
の
一
例
と
し

て
中
小
企
業
再
生
支
援
協
議
会
で
は
、

令
和
2
年
4
月
か
ら
既
往
債
務
の
支

払
い
に
悩
む
中
小
企
業
に
代
わ
っ
て
、

事
業
再
生
の
可
能
性
の
検
討
を
せ
ず
、

金
融
機
関
に
対
し
一
括
し
て
元
金
返

済
猶
予
を
要
請
す
る
と
と
も
に
、
1

年
間
の
資
金
繰
り
計
画
の
策
定
や
新

規
借
入
を
含
め
た
金
融
機
関
調
整
等

を
行
う
特
例
リ
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル
計
画

策
定
支
援
を
実
施
し
ま
し
た
。
こ
れ

ま
で
に
4
7
4
3
件
の
相
談
を
受
け
、

2
8
7
9
件
の
支
援
を
行
い
（
講
演

当
時
）、
利
用
者
の
97
％
が
支
援
内

容
に
満
足
し
て
い
る
と
い
う
結
果
が

出
て
い
ま
す
。

結
び
と
し
て
、
冒
頭
に
申
し
上
げ

た
よ
う
に
日
本
経
済
の
強
み
の
源
は

分
厚
い
基
盤
を
持
つ
中
小
企
業
の
存

在
で
あ
り
、
そ
の
中
小
企
業
の
経
営

を
支
え
て
い
る
の
が
会
計
で
す
。
中

小
企
業
会
計
学
会
の
先
生
方
に
置
か

れ
ま
し
て
は
、
引
き
続
き
中
小
企
業

施
策
へ
の
ご
理
解
と
ご
協
力
を
お
願

い
い
た
し
ま
す
。　
　
　
　
　
　

■

模
事
業
者
は
、
戦
後
最
大
と
も
言
え

る
危
機
に
立
た
さ
れ
ま
し
た
。
事
業

の
継
続
を
支
え
る
た
め
、
中
小
企
業

庁
で
は
、
前
例
に
と
ら
わ
れ
な
い
次

の
よ
う
な
施
策
を
実
施
し
て
い
ま
す
。

◎
政
府
系
金
融
機
関
の
実
質
無
利

子
・
無
担
保
融
資

◎
民
間
金
融
機
関
の
実
質
無
利
子
・

無
担
保
融
資

◎
持
続
化
給
付
金

◎
家
賃
支
援
給
付
金

◎
生
産
性
革
命
推
進
事
業
の
特
別
枠

創
設

◎
事
業
再
構
築
補
助
金

◎
一
時
支
援
金
、
月
次
支
援
金
な
ど

新
型
コ
ロ
ナ
ウ
イ
ル
ス
感
染
症
の

影
響
に
よ
り
、
中
小
企
業
の
景
況
感

は
急
激
に
悪
化
し
て
い
ま
す
。
一
部
、

持
ち
直
し
の
動
き
も
見
ら
れ
ま
す
が
、

依
然
と
し
て
厳
し
い
状
況
が
続
い
て

い
ま
す
。

そ
う
し
た
中
で
、
特
に
、
中
小
企

業
に
対
す
る
事
業
再
生
支
援
・
経
営

改
善
支
援
が
重
要
に
な
っ
て
き
ま
す
。

支
援
施
策
と
し
て
は
、
中
小
企
業
再

生
支
援
協
議
会
事
業
、
経
営
改
善
計

画
策
定
支
援
事
業
、
早
期
経
営
改
善

■資料2

事業再生支援・経営改善支援の全体像
 中小企業の事業再生・経営改善を支援する施策として、①債権放棄などの抜本的な手法による事業再生を

目指す「中小企業再生支援協議会事業」、②貸付条件の変更等の金融支援を必要とする本格的な経営
改善計画を策定するための「経営改善計画策定支援事業」を実施。

 また、平成29年度より、中小企業の経営改善をより効果的に進めるため、より早期の段階から経営状況の見
える化や改善計画の策定など、経営改善の取組を支援する施策として、経営改善計画策定支援事業を活
用し、「早期経営改善計画策定支援事業」を開始。

 これにより、より早期の段階から再生局面にいたるまで、各ステージに応じた支援が可能。

早期経営改善計画策定支援
（平成29年5月29日～）

経営改善計画策定支援
（平成25年度～）

中小企業再生支援協議会
（平成15年度～）

金融支援を必要としているものの自
らの力では経営改善計画を策定で
きない中小企業者

金融支援までいたる前段階において、
早期の経営改善を必要とする中小
企業者

収益性のある事業を有しているも
のの、財務上の問題を抱える中小
企業者

対象

特徴
資金繰り管理や採算管理など早期
からの経営改善として取り組むべき
基本的な計画

リスケジュール等の金融支援を伴う
本格的な経営改善計画

債権放棄や第二会社方式などの
抜本的な再生手法を含む事業再
生計画

実施
主体 経営改善支援センター中小企業再生支援協議会

（講演資料より）
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